
はじめに

本稿は、サブサハラ・アフリカ（以下、アフリカ）の食料安全保障の近年の動向について論

じる。特に2008年の世界食料価格危機以降の食料価格の高騰とその影響、大規模食料生産へ

の投資の増加の2点に焦点をあてる。

食料安全保障とは言うまでもなく、すべての人が安定的に十分な食料を入手できる状態を

確保することである。これまでアフリカの食料安全保障は多くの場合、国レベルよりはむし

ろ家計レベルで論じられてきた（例えばDevereux and Maxwell 2001）。家計には農業生産に従事す

る家計も、従事しない家計もあり、農業生産に従事するにしてもその生産水準はさまざまで

ある。しかし家計の農業生産の水準によらず、十分な所得があれば市場を通じて食料を入手

できる。したがって、家計のレベルでは、家計所得の向上（すなわち貧困削減）が食料安全保

障の実現には必要とされた。その観点からは、農業生産性を上げることも、家計所得の向上

が目的であり、食料の市場供給を増やして国の食料安全保障に貢献するためではない。とは

いえ、実際のところアフリカの食料安全保障の前提は、1980年代から2008年の食料価格危機

まで長期に持続した実質国際食料価格の低位安定にあった。しかし、2008年の食料価格危機

でその前提が崩れ、国内の食料供給を確保するという国レベルの食料安全保障が危うくなり、

世界の関心を（再び）集めるようになったのである。もちろん、家計レベルの食料安全保障

の重要性がなくなったわけではないし、家計よりも下の個人のレベルの食料安全保障につい

ても注意を払う必要がある。しかし本稿では国レベルの食料安全保障について論じる。

1 アフリカの食料安全保障：構造上の問題

アフリカ諸国の国レベルの食料安全保障には、共通する構造上の問題がある。まずはじめ

にその点を簡単にまとめておく。2000年代になって始まったアフリカの経済成長は、農産物

（コーヒー、紅茶、綿花などの非食品）や鉱物資源の価格上昇が背景にあり、アフリカ外からの

直接投資や私的送金により支えられていた。外部からの資金の流入は2000年から2014年で約

4倍に増加し、2000億ドルに達した（アフリカ開発銀行〔AfDB〕・経済協力開発機〔OECD〕・国

際連合開発計画〔UNDP〕2014）。このなかには政府開発援助（ODA）が含まれるが、ODAの比

率は年々低下の傾向にあり、外部からの流入資金全体の3分の1程度である。とりわけアフリ

カ諸国のうちでも中進国に分類される比較的豊かな国では、流入資金に占める私的送金の割
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合が直接投資やODAと比べて圧倒的に高い。

外貨流入による経済成長の結果、急速な都市化が起こった。多くの農村住民が経済的機会

を求めて都市に移住したためである（Headey et al. 2008; Henderson et al. 2013）。アフリカの都市人

口比率は1990年の27%から2013年には37%に増加した（World Bank 2014、特に断わりがない

場合、データの出典は以下同じ）。ちなみに、同期間にインドは26%から32%、中国は26%か

ら53%に変化した。経済発展の著しい中国では都市化の進展も非常に急速で、アフリカの都

市化速度は中国には遠く及ばない。しかし、アフリカの都市化速度はインドを大きく上回る。

この都市化の影響は、食料供給と食料需要の両面に及んでいる。

まず供給面では、アフリカではアジアで実現した「緑の革命」のような技術革新と単収の飛

躍的増大をまだ経験していないことを指摘する必要がある。アジアの緑の革命には技術的、制

度的さまざまな要因があるが、農民の側がそれを容易に受け入れた背景には、耕作面積の拡

大が難しいため単位面積当たりの生産（すなわち単収）を上げる必要があったという点がある。

つまりBoserup（1965）が指摘するように、人口密度の上昇が集約的農業技術の採用を促した

のである。2013年の人口密度を比較すると、アフリカの40人/km2に対してインド421人/km2、

中国145人/km2となっており、アフリカの人口密度はアジアと比べて非常に低い。ただしア

フリカでは可耕地が少ないので、可耕地当たりの農村人口に換算すると、それぞれ277人/km2、

603人/km2、545人/km2となる。それでもアフリカの農村人口密度はアジアの半分でしかない

ことがわかる。緑の革命前夜の1960年代に、インドの都市化率は18%、中国のそれは17%で

あり、非常に低い水準にあった。現在のアフリカは当時のアジアよりはるかに都市化が進ん

でいる。農業の生産性が低いまま都市化が進み、農村から都市に人口が流出して農業生産を

担う労働力が不足しているというのがアフリカの農村の実情である。

経済成長がもたらした所得の向上と都市住民の増加は、アフリカの都市の食料の需要を増

大させた。しかし、アフリカの農村は上に示した理由でその需要を満たすように食料供給を

増やすことができない。その結果、第1図に示すように、食料の輸入が増え続けている。食

料の国際価格が低く安定していた1990年代から2000年代半ばまではそれでも問題なかった。
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しかし、2008年の食料価格危機とそれに続く食料価格の高騰は、国レベルの食料供給力の不

足という問題を露呈させたのである。問題の一つは、高価格の食料の輸入が増え続ければ、

ようやく成長を始めた経済が失速する可能性があることである。この点は、食料価格が高騰

する以前より指摘されていたが、価格の上昇で深刻となった。もう一つは、供給力不足は国

レベルの食料安全保障を脅かし、そのため安全保障の向上を目的として食料増産を図る必要

があるという点である。

2 アフリカの食料：なぜ輸入するのか

アフリカ各国の主食は何かという点は、国レベルで食料安全保障を考える場合に必要な情

報である。第1図にコメ、小麦、メイズ（トウモロコシ）しか示していないのは、国際貿易の

対象となりアフリカの都市で消費されているのが、もっぱらこれらの穀物だからである。

食料生産を国単位でみると、メイズを主食として生産する国は多く、東アフリカと南部ア

フリカのほとんどの国が該当する。他方、アフリカのほとんどすべての国でコメを生産する

が、コメを主食としているのは、アジアの文化をもつマダガスカルのほかには、西アフリカ

のギニア、リベリア、シエラレオネ程度に限られる。小麦はアフリカの気候に合わないこと

もあり、栽培している国が限られ、ある程度の生産規模のある国は南アフリカとエチオピア

だけである。それ以外にも、熱帯雨林から砂漠まで多様な気候が存在するアフリカでは、環

境に応じてさまざまな作物が主食として生産されている。コンゴ民主共和国を中心とする熱

帯雨林に属する国々では、ヤムやキャッサバのようなイモ類や食用バナナが主食の地位にあ

る。サハラ砂漠の南縁のサヘル地帯にある諸国では、ソルガム（モロコシ）やミレット（トウ

ジンビエ）といった雑穀が主食である。その他、エチオピアのテフや西アフリカのフォニオ

など、地域性の強いマイナーな雑穀も存在する。なお、国を単位にすると以上のような分類

になるが、ひとつの国のなかにもさまざまな農業生態系が存在し、さまざまな民族が居住す

るため、同じ国のなかでも主食として生産する作物には地域差・民族差がある。

こうしたイモやバナナ、雑穀類は自給のためだけでなく、地元の市場での取引もあり、農

村だけでなく都市でも消費されている。しかし、国内生産で大都市の需要を満たすことはで

きず、しかも国際的にはほとんど取引がないため、大都市ではもっぱらコメ、小麦、メイズ

が消費されている。また、イモやバナナ、雑穀類のアフリカにおける伝統的な調理法は手間

がかかるため、機会費用の高い都市住民には歓迎されない。その点も、都市ではコメ、小麦、

メイズの消費が増えている理由である。ただし、味覚の点では都市住民もそうした伝統作物

に嗜好があることは疑いない。問題は輸入食料と比べて「高い」ことである。

都市の主食のなかで、メイズはコメや小麦と状況が異なる。東アフリカと南部アフリカで

は農村でも都市でもメイズが主食であり、多くの国では国内生産が都市の需要を満たすのに

十分だからである。そのため第1図からわかるように、アフリカのメイズの純輸入量は少な

く、時としてマイナスになる。コメを主食とするマダガスカルやギニアでも、コメの国内生

産は都市の需要の大半を満たしている。しかし、季節的・地域的な不足が発生し、輸入も欠

かせない。国内のコメ生産が十分な国はごく一部であり、アフリカ全体としては、コメの大
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量輸入が続いている。なお、メイズを主食とする東や南部アフリカの大都市でも、都市住民

がコメやパン、麺類を食べる機会が増えており、輸入への依存は高まっている。

3 アフリカの食料生産：高価格に反応したか

2008年の食料国際価格の高騰にアフリカの食料生産はどのように反応しただろうか。まず

第1図により輸入量への影響を確認する。価格の高騰は輸入量を減少させることが予想され

る。確かにコメとメイズは2008年から減少の傾向を示している。しかし、コメは微減でしか

なく、一時的に頭打ちになった印象であり、2011年には再び増加に転じた。小麦は2008年に

増加率が低下しているものの、2007年から一貫して増加が続いている。以上から、価格高騰

が食料輸入に及ぼした影響は、メイズで最も強く表われ、小麦ではごくわずかだったことが

わかる。この点を生産の側から確認するのが第2図である。国際価格の高騰に反応してアフ

リカのメイズの生産が大きく上昇していることがわかる。コメの生産も2010年まで増える傾

向を示すが、その後はあまり増えていない。小麦は国際価格にほとんど反応していない。上

述のように生産国・生産可能な地域が限られているためである。小麦については国内生産を

増やすことが難しいので、むしろ、代替作物の利用が検討されている。よく知られているの

がキャッサバの粉の利用である。例えばナイジェリアでは、キャッサバの粉を10%混合した

小麦粉によるパン製造を積極的に推進している（Egba 2014; Ogundele 2014）。

では、なぜコメとメイズで反応が異なるのだろうか。その点について、供給面で（1）栽培

面積の拡大と（2）単収の増加、需要面で（3）消費者の選好から考察しよう。

（1） 栽培面積の拡大

第3図は栽培面積（厳密には収穫面積）の変化である。2008年から、メイズの面積の伸びが

加速化していること、コメの面積も2010年までは増加しその後は横ばいになっていることが

わかる。傾向としては第2図の生産量の変化と同じであることから、価格上昇に対しては栽

培面積の拡大により反応したと言えそうである。すでに述べたようにアフリカ各地で農村人

口に比して可耕地の面積は大きい。畑作物のメイズの場合、耕起し播種する面積を増やすだ

アフリカの食料安全保障―食料価格高騰と大規模農地開発問題

国際問題 No. 639（2015年3月）● 49

2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13

70

60

50

40

30

20

10

0
（年）

　FAOSTATより筆者作成。（出所）

第 2 図　アフリカの食料生産―生産量の変化�
（100万トン）

メイズ�

コメ

小麦�



けであるから、価格上昇への反応は早い。例えば、2002年に起きたコートジボワールの内乱

では、コートジボワールに出稼ぎに来ていた隣国のブルキナファソ出身者が帰国した。その

結果、家計レベルでみると1人の帰還者に対してブルキナファソのメイズやソルガム等の栽

培面積は0.32ヘクタール（ha）増えた（櫻井 2006）。この例はあくまで自給のための作物栽培で

あり、市場価格の上昇に反応したわけではないが、休閑地が多く残るアフリカでは、この例

からも必要に応じた面積の拡大が容易であることがわかる。

コメには陸稲も含むが、陸稲についてはメイズと同じ反応が予想される。しかし、アフリ

カ全体で陸稲の比率は低く、集計には反映しないと思われるので、ここでは水稲だけである

と仮定して論を進めよう。水稲の場合、灌漑水田では短期的な面積の拡大は一般に困難であ

る。整備された灌漑水田でなくても、水田を拡張するのは畑よりは費用がかかるため、コメ

の価格上昇に簡単に反応するとは限らない。しかし、アフリカでは多様な水田が存在する。

例えば、セネガルのセネガル川流域の灌漑水田は、水量の豊富なセネガル川からポンプで水

をくみ上げる方式である。政府が1970年代に開発した大規模灌漑地区では、固定式の大型ポ

ンプを利用して500haやそれ以上の面積を灌漑する。コメ価格が上昇してもこのような灌漑

地区の建設がすぐに行なわれることはないであろう。しかし、セネガル川流域地区で灌漑水

田として利用されているのはごく一部の土地である。雨量が少なく天水だけでは農耕ができ

ないので、灌漑のない場所はまったく耕地として使われていない。そのような環境で、2008

年の価格上昇は、私的投資による小規模灌漑地区（数十ha程度）の建設を盛んにした。土木

機械で土地を平らにして水路を掘り、移動式のポンプでセネガル川の水を入れるだけである。

2011年に大規模灌漑地区の稲作と私的灌漑地区の稲作を比較したところ、両者の稲作技術に

は大きな違いはなく、生産性も前者が5.2トン/ha、後者が4.5トン/haであり大差ないことがわ

かった（Sakurai 2014）。

ガーナ北部の天水稲作地帯でも、未利用地は豊富にあり、トラクターの少なさが栽培面積

拡大の制約になっている。農家当たりの平均栽培面積は1haから2ha程度でしかないが、資金

のある農家は10ha以上の面積を耕作する場合もある。ただし、大規模の場合は畦や水路を作
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らないので、河川からあふれた地表水を利用するだけの粗放的な栽培方法である。一方で、

畦の構築、圃場の均平化、化学肥料の利用などの技術は知られており、一部の農民が採用し

ている。2010年に実施した調査では、それらの技術の採用の程度は農民によってさまざまで、

まったく採用しない粗放的な稲作の単収は1.5トン/haでしかないが、すべて採用すると2.6ト

ン/haにまで単収は増加していた（deGraft-Johnson et al 2014）。このように、ガーナ北部の天水

稲作ではトラクターにより栽培面積の拡大は可能であり、灌漑設備を必要としないので、セ

ネガルの例よりも容易に実施できる。しかし、2008年以降の価格上昇に反応して栽培面積が

拡大したという印象はない。生産性が低いことがその原因だろうと思われる。

（2） 単収の増加

次の第4図は単収の変化である。第2図の生産量の変化と第3図の収穫面積の変化が非常に

似ているため、両者の比である単収には大きな変化はないと予測される。しかし、第4図を

みると、どの作物も2008年から単収が増加したことがわかる。ただし、上昇は持続せず、メ

イズでは2010年をピークにその後は少し下がっている。

短期的に単収を上昇させる要因として化学肥料の投入が考えられる。価格の上昇に反応し

て農民が化学肥料の投入を増やしたかどうかは不明である。しかし、食料価格危機に対処す

るために復活した化学肥料への補助金に反応した可能性がある。化学肥料補助金は、非効率

かつ市場歪曲的であるとして構造調整時代に多くが廃止されたものである。しかし2000年代

半ばから、クーポンを利用して貧困層にターゲットを絞る「賢い補助金（smart subsidies）」が東

アフリカを中心に復活していた。それに対して、食料価格危機以降に西アフリカで導入され

た補助金は「一般補助金（universal subsidies）」である（Druihe and Barreiro-Hurlé 2012）。一般補

助金は、その受益者については制約を設けず、対象となる作物を特定している点が以前の賢

い補助金とは異なる。Druihe and Barreiro-Hurlé（2012）には、ブルキナファソ、ガーナ、マ

リ、ナイジェリア、セネガルの一般補助金の例が掲載されているが、いずれもコメ、メイズ

等の主食作物に限定している（一部に綿花などの換金作物も含む）。補助金の目的が、貧困家計

対策から国レベルの食料安全保障に変わったと言えるであろう。

アフリカの食料安全保障―食料価格高騰と大規模農地開発問題

国際問題 No. 639（2015年3月）● 51

2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13

2.5

2

1.5

1

0.5

0
（年）

　FAOSTATより筆者作成。（出所）

第 4 図　アフリカの食料生産―単収の変化�
（トン/ha）

小麦
メイズ�

コメ



この肥料補助金の効果については見方が分かれている。Druihe and Barreiro-Hurlé（2012）

は、国連食糧農業機関データベース（FAOSTAT）のデータに基づいて、同種の補助金のない

国と比較し、メイズやコメなどの食料作物の単収増加におおむね効果があったと結論してい

る。一方、Jayne and Rashid（2013）の推計によると賢い補助金の実施国（ケニア、マラウイ、

タンザニア、ザンビア）、上記の一般補助金実施国、その他の補助金実施国（エチオピア）の10

ヵ国で、補助金のために支出する金額の合計は年間10億ドルに上り、これらの国の農業分野

への公的支出の28.6%を占める。この費用は作物の増収による便益を上回るため、効果的な

補助金ではないと結論している。補助金を付けても化学肥料の使用量があまり増えず、単収

も伸びないのは、アフリカではリスクの高い天水条件下で作物を栽培しているためである。

そこで、Jayne and Rashid（2013）は補助金の一部を農業インフラの整備に投資したほうが大

きな効果が望めると主張する。Jayne and Rashid（2013）は作物の種類は論じていないが、稲

作では特に、化学肥料の効果を発揮させるために灌漑の整備が必要である。アフリカには整

備された灌漑水田が少ないことが、化学肥料補助金の効果がメイズで大きくなっている原因

と思われる。

食料価格危機後の単収の増加は、化学肥料補助金に起因するものだけなのか、あるいは生

産者は生産物の価格上昇に反応して補助金がなくても投入も増やし、新技術を採用したのか

は、興味深い点であるが明らかにはなっていない。

（3） 消費者の選好

最後に考察するのは、都市における需要の問題である。上述のように、メイズの場合、国

内産により都市の需要をまかなう傾向があるのに対して、都市で消費されるコメは輸入品が

多い。アフリカの都市住民は、メイズ粉を購入し、自宅で粉を湯で練って団子状にして食べ

る。食べ方について、農村と都市で違いはない。しかし、農村部では自家製粉または地元の

製粉所でひいた全粒粉が消費されるのに対して、都市では精製してパッケージされた加工製

品が主として流通している。全粒粉と精製粉については嗜好の違いがあるが（Jayne et al.

1996; De Groote and Kimenju 2012）、国産品と輸入品の間で品質や食味が違うということはない。し

たがって、国産メイズを都市部で販売することに困難はない。この点がコメと大きく異なる

ところである。

アフリカでもコメはもちろん炊飯して食べるのであるが、精米の質が問題とされている。

輸入米と国産米の間には、品種が異なることに由来する食味の違いもある（アフリカの都市住

民は一般に香り米を好む）。さらに、精米技術の違いによる砕米や石の混入率の違いもある（櫻

井・古家・二口 2006）。タイやベトナムの輸出向け大規模精米工場で精米されたコメの品質

は国産米と比べて明白に高いのである。それだけでなく、アフリカの農民は小規模に多様な

品種を栽培している場合が多く、集荷の段階で異なるタイプのコメが混在してしまう。この

ような要因で、都市の消費者は一般的に値段が少し高くても輸入米を好むのである。輸入米

の価格の上昇に反応して、都市向けの国産米の生産が増えない原因はここにある。この点を

確認する目的でDemont et al.（2013a; 2013b）がセネガルで実施した都市の消費者の支払い意思額

に関する実験では、セネガル川流域の灌漑地帯で生産された国産米であっても、精米の品質
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が良ければプレミアムを支払うこと、ブランド化してラベルがついているとさらに追加の支

払いがあることが示された。

実際、近年、アフリカの農村部に大規模な精米業者が出現している。これらの業者は、農

家と栽培契約をしたり、自ら灌漑水田を経営したりして、均質で大量のコメを集め、品質の

高い精米をパッケージにして都市部のスーパーマーケットなどで販売している。セネガル川

流域の灌漑水田地帯の大規模精米業者の例では、農家に肥料購入代金等のクレジットを提供

して、収穫後に精算する契約栽培を採用している。さらに、コンバインハーベスターによる

収穫サービスも提供し、収穫量の20%を代金として得ている。こうして生産から収穫、精米、

販売までを統合することにより、輸入米に対抗できる高品質のコメを大都市で販売すること

に成功しつつあるようである。

4 誰が食料を生産するのか

アフリカには利用されていない土地がまだ豊富に残っている。利用されている土地でも、

生産性は低く、生産性向上の余地は大きい。問題は、農村部の人口が希薄なため、土地を農

業生産に活用する者がいないことである。そこで、食料価格の高騰はアフリカに大規模な農

業投資を引き起こした。これについては、土地収奪（land grabbing）という否定的な用語で語

られることも多い（Deininger and Byerlee 2011）。しかし、その内容はまだよくわからない状況

であり、長期的な影響について評価することも現時点では困難である。

限られた情報ではあるが、Cotula et al.（2014）はエチオピア、ガーナ、タンザニアの3ヵ国で、

政府の土地登記記録等から2005年から2012年までの間の1000haを超える大規模土地取引デ

ータを丹念に収集し、分析している。取引記録の数は、エチオピアが174件、ガーナが28件、

タンザニアが64件であり、平均面積は4500ha（エチオピア）から9400ha（ガーナ）までであ

る。食料価格危機以降に取引件数が増える傾向は確かめられたが、作物に関してはガーナと

タンザニアで初期に多かったバイオ燃料のプロジェクトがその後減少しているという以外に

明確な傾向はみられないという。

土地取引件数については、Deininger and Byerlee（2011）では2004年から2009年の間で、エチ

オピアで406件、リベリア17件、モザンビーク405件、ナイジェリア115件、スーダン132件

となっている。先のCotulaらの研究と異なり、1000haを超えるという基準がないので小規模

のものも含まれている。エチオピアの土地面積の中央値は700haであり、1000haを下回って

いる。

利用権を有する者が存在する土地を補償もなく収奪してしまうことがあるとするなら、も

ちろん問題である。しかし、適切な手続きを踏んで実施される大規模な農地開発の場合、未

利用資源を有効に活用するのであるから歓迎すべきことであろう。その際には、大規模経営

が周辺の小規模農家にどのような恩恵を与えるのか、さらにその大規模経営は食料を生産す

ることで国レベルの食料安全保障に貢献するのかが問われるべきである。

コメの品質に関連して論じたように、輸入食料に対抗して都市部で国産食料を販売するに

は、都市の消費者の嗜好に合わせて品質を高める必要がある。大規模経営であれば、精米所
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や流通手段にも投資することが可能であり、食料安全保障への貢献が大きいと期待される。

周辺の小規模農家も大規模経営の流通ルートを利用できるだろう。もちろん、大規模経営が

輸出向け作物を生産しても、雇用を生み出し国の経済成長に貢献するのであれば容認されよ

う。しかし、そうした大規模経営が国内の都市向け食料生産に負の影響を与えるとするなら、

国レベルの食料安全保障の観点から是非を判断しなければならない。

おわりに

本稿は、2008年の世界食料価格危機以降の食料価格の高騰が、アフリカの食料生産と大規

模農業経営への投資にどのような影響を与えたかを記述し、アフリカの国レベルの食料安全

保障に及ぼす意味を考察した。成長するアフリカの都市部に食料を供給するためには、価格

や品質の面で輸入食料と競争する必要があり、小農を中心とする農業生産のままでは困難で

ある。流通業者を主体とする契約栽培や、大規模農業経営による都市向け食料生産などが解

決策としてすでに取り組み始められている。小規模生産者は、そのなかに参加して所得の向

上と家計レベルの食料安全保障を実現できるような制度設計が望まれる。
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